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第1章 一国の経済活動を概観する

1.1 一国の経済活動のイメージ

ここでは，最初に一国全体の経済活動のイメージを掴んでもらいます．
まず，登場人物を大雑把に「家計」「企業」「政府」「外国」の 4種類に分けます．「家計」
とは一般家庭のことです．もちろん外国にも「家計」「企業」「政府」があるわけですが，
ここではその区別は重要でないため「外国」とひとまとめにしてしまいます．無用な複
雑化は禁物です．

図 1.1: 一国の経済活動のイメージ

家計は，企業に労働を提供し，また資本（製品の生産に用いられる機械・ビルなど）を
所有している場合はそれを貸与し，製品・サービスの生産に貢献します．こうして生産
された製品・サービスは，全て家計のものとなります．なぜなら，生産に貢献したのは
家計だけだからです．「企業がつくったのだから企業のものでは？」と思う人もいるかも
しれません．しかし，企業は生産に必要なものを何一つ提供していません．労働力は家
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計から提供されたものですし，機械や工場や店舗も本来は家計の所有物で，それを企業
が賃借しているだけです．「企業が購入したビルはどうなるのか？」という質問もあるで
しょう．しかし，企業が購入したビルはその企業の株主のものであり，株主とは家計の
構成員です．つまり，株主（家計）の所有物であるビルを，企業が「配当」という賃貸
料を払って借りているわけです．

さて，家計はこうして生産された製品・サービスを食べたり飲んだりしますが，企業
や政府，外国も製品・サービスを利用します．しかし，上で述べたように製品・サービ
スは本来全て家計のものですから，家計以外の登場人物による利用は家計からの「貸し」
ということになります1．すなわち，家計はつくったもの全てを自分で利用してしまわず
に，一部を企業や政府に利用させてあげることで，貸出債権を新たに保有することがで
きるのです．むろん，貸しである以上将来のある時点で返済されることになります．つ
まり，来年以降にその分余計に消費することができるのです．したがって，家計が今年
つくったものを今年のうちに全て食べてしまわずに，一部を来年以降（返済してもらっ
て）食べる分にまわすようなイメージです．国内企業や自国政府に対する貸しは対内債
権，外国に対する貸しは対外債権と呼びます．こうした国内向け・外国向けの債権が年々
積み重なったものが資産です．

ところで，国内向け債権と外国向けのそれとは，同じ債権であっても性質の異なるも
のです．第 1章で説明したように，外国に貸し出す場合には為替レート変動のリスクに
さらされます．また，自国と外国ではビジネスチャンスも異なり，外国のほうが高い利
息を得られるかもしれません．たとえば，人々が何らかの事件をもとに「円高（＝ドル
安）になる可能性が高い」と思い始めたとしましょう．円高（＝ドル安）は，外国向け
債権の円で見た価値が縮小することを意味しますから，自分の保有している資産におけ
る国内向け債権の比率を上げたいと考えるでしょう（図 1.2）．また，「外国のほうが景気
がよくなりそうだ（＝高い利息を払ってくれそうだ）」と思うような事件が起これば，反
対に外国向け債権の比率を上げたいと思うでしょう．このように，自分の資産における
国内向け・外国向け債権の望ましい割合は時々刻々と変化し，人々は常にその時点で望
ましい状態に近づけようとします．こうした望ましい状態へと近づけようとする行動が，
国内向け債権や外国向け債権の需要を変化させ，為替レートの変化を引き起こすのです
が，この点は第 2章で詳述します．

図 1.2: 望ましい資産構成

1この図では，簡単化のために，政府が税金を徴収していないことと，外国からの輸入がないことを仮定
しています．政府が税金を徴収する場合，税金に相当する分の生産物が「政府のもの」になり，政府がそれ
を超えて利用する分だけが「政府への貸し」となります．同様に外国からの輸入がある場合は，輸入に相当
する分の自国の生産物が「外国のもの」となり，外国がそれを超えて自国のものを利用するならば，その分
が「外国への貸し」となります．
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フロー量とストック量 「今年 1年間で 100兆円分の製品・サービスを
生産した」「今年 1年間で 50兆円分の製品・サービスを消費した」のよ
うに，期間を定めることで定義される量をフロー量と呼びます．一方で，
「2010年 10月 1日の時点で資産が 500兆円分存在する」のように，一時
点を定めることで定義される量をストック量と呼びます．たとえば，今年
1年間で新たにつくられた自動車台数はフローで，現時点で国内に存在し
ている自動車台数はストックです．あるいは，皆さんの毎月の銀行への預
け入れ額がフローで，月末時点での預金残高がストックです．ここからわ
かるように，フロー量の積み重なった結果がストック量になります．

さて，以上より，一国の経済活動には大まかに 2種類の意思決定が存在することがわか
るでしょう．

フローの意思決定 1年の間にどれだけ労働・資本を提供してどれだけの製品・サービス
を生産し，そのうちどれだけを今年のうちに消費し，どれだけを来年以降にまわす
か（＝どれだけの貸出債権を新たに保有するか） ⇒図 1.1の上段

ストックの意思決定 すでに保有している資産における国内向け債権と外国向け債権の比
率をどうするか ⇒図 1.1の下段

(1)経済全体でどれだけの製品・サービスが生産され，家計がどれだけ消費し，企業・政
府・外国がどれだけ利用しているかを記述するのが，国民所得統計といわれる方法です．
一方，(2)現時点で日本国民の保有する資産の構成がどうなっているかを記述するのが，
国民貸借対照表です．また，(3)製品・サービスの取引か資産の取引かによらず，ともか
くも日本と外国との取引の大きさや内訳を記述するのが国際収支統計です．

1.2 国民所得統計—経済活動の大きさを測る

1.2.1 国内総生産（Gross Domestic Product, GDP）

国内総生産（Gross Domestic Product, GDP）とは，大雑把に言えば，1年間にある
国でつくられた製品およびサービスの合計のことです．図 1.1で言えば「製品・サービ
ス」と書かれた四角形の大きさに相当します．もう少しきちんと定義すると，GDPとは

1. 一定期間（通常は 1年あるいは四半期）に

2. ひとつの国の中で

3. その期間に新たに生み出された

価値の合計として計算されるものです．以下，3つのポイントについて詳しく見ていきま
しょう．

一定期間に生産された製品・サービス

前節で説明したように，生産された製品・サービスの総額は「期間」を特定しなけれ
ば定義できません．各国政府の慣例では，GDPは四半期および 1年という期間を定めて
計算されています．四半期とは 3ヶ月間のことで，4-6月を第 1四半期，7-9月を第 2四
半期，10-12月を第 3四半期，1-3月を第 4四半期と呼びます．
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ひとつの国の中で生産された製品・サービス

日本のGDPは日本の国内で生産された製品・サービスのみを計上します．したがって，
外国人であっても日本でつくりだした製品・サービスであれば，日本のGDPにカウント
されます．一方で，外国で働く日本人がつくりだした製品・サービスは日本のGDPには
カウントされません．

新たに生み出された価値のみを計上する

今，小麦をつくる農家，小麦粉をつくる製粉業者，パンをつくるパン業者のみからな
る経済を考えて下さい．この経済では，農家がつくった小麦から製粉業者が小麦粉をつ
くり，この小麦粉を使ってパン業者がパンを作っています．

図 1.3: 付加価値の例

この場合，各生産者が新たにつくりだした価値は以下のようになります．

農家 100万円（何もないところから小麦をつくりだしたと仮定）

製粉業者 20万円 = 120万円（小麦粉の売上）- 100万円（中間投入：小麦）

パン業者 40万円 = 160万円（パンの売上）- 120万円（中間投入：小麦粉）

したがって，この経済におけるこの年の GDPは，各生産者の新たに生み出した価値
（付加価値と言う）を合計して，100+20+40=160万円ということになります．
ところで，この 160万円という額はちょうど最終生産物（この例ではパン）の売上に

等しくなっています．最終生産物の価格には，それまでのプロセスで生み出された全て
の付加価値が入っているので，これは当然のことです．したがって，GDPは最終生産
物の価値のみを合計することによっても計算することができます．

価値は市場価格で評価する

生みだされた価値の「大きさ」はどうやって判断するのでしょうか．GDP統計では，
原則として「市場でどのような価格がつけられているか」で評価します．したがって，た
とえある農家が自分のつくったピーマンには 1個 1000円の価値があると主張したとして
も，市場で 1個 50円で売られているならば，GDP統計上はこの農家の生みだした価値
は 50円と計算されます．
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一方で，この原則は，GDP統計が「市場で取引されない製品・サービス」をカウント
していないことを示唆します．たとえば，大学教員が家庭で自分の子供に経済学を教え
るとき，大学における講義と基本的に同じサービスが生産されています．しかし，後者
は一国の生産としてカウントされるのに対し，前者は市場で取引されないためにGDPに
は加算されません．主婦の家事労働も同様です．家政婦を雇って食事をつくってもらえ
ばGDPに加算されるが，家族がつくってしまえばGDPにはカウントされません．した
がって，このような市場を介さない製品・サービスの取引が多数を占めるような経済で
は，GDPは生産活動の規模を正確に表していると言えないでしょう．市場経済移行直後
の東欧諸国はその典型例でした．すなわち，闇市場が飛躍的に拡大したため，政府が把
握できる表の市場の取引だけを集計しても，経済の全体像には程遠い結果しか得られな
かったのです．

ただし，この原則には例外があります．すなわち，実際には市場で取引されていない
が，「もし市場で取引されたらどのような価格がつくか」と考え，GDPに加算するサー
ビスもあります．ひとつの例は，農家がその生産物の一部を市場に出さずに自分で食べ
てしまうケースです．自家消費の部分については市場で取引されていませんが，農家が
生産物を全ていったん市場に卸して，一部を自分で買い戻したと考えて GDPに加算し
ます．
別の例は，持家に住んでいる人の家賃計算です．持家に住んでいる人は，賃貸住宅に
住んでいる人と全く同じサービスを「家」から受けてる，すなわち同じサービスが生産
されているわけです．原則にのっとれば，前者は市場で取引されおらず家賃が発生しな
いため，GDPには加算されないことになります．しかし，実際には家主が自分に家賃を
払っている（帰属家賃と言う）と仮定し，GDPに加算することになっています．

1.2.2 総支出から総生産をつきとめる

「一国内でどれだけつくられたか」は，「一国内でどれだけの支出が行われたか」を計
算することによっても知ることが可能です．なぜなら，つくられたものは必ず誰かに購
入されるので，一国内で行われた支出を合計すれば生産額（すなわちGDP）に等しくな
るはずだからです．したがって，マクロ経済の登場人物が「家計」「企業」「政府」「外国」
の 4者にまとめられていることに留意すれば，以下の式が成立します．

GDP = 家計の支出 + 企業の支出 + 政府の支出 + 外国の（純）支出

ところで，GDP統計上は「家計」「企業」「政府」「外国」の支出は，以下のようにそ
れぞれ異なる名称で呼ばれます．

消費（Consumption, C）家計による支出

投資（Investment, I）企業による支出

政府支出（GovernmentExpenditure, G）政府による支出

経常収支（CurrentAccount, CA）外国による（純）支出

主体によって支出の目的が異なるため，同じ支出であっても行う主体によって分けて
考えるのです．たとえば，家計がポテトチップスを購入するのは純粋に楽しむためです
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が，企業は「在庫」として倉庫に保管する目的で購入するでしょう．目的が異なれば動
き方も異なるので，支出する主体によって分けて観察することで，経済に何が起こって
いるのかが明確になります．この用語法に従って先の式を書きなおせば，

GDP（Y） = 消費（C） + 投資（I） + 政府支出（G） + 経常収支（CA）

となります．なお，GDPは通常「Y」で表されます．

生産されたものは「全て」誰かに購入されるのか？

「生産されたものはすべて誰かに購入される」と聞くと，「売れ残ることだってあるじゃ
ないか」と思う人もいるでしょう．そして，一部が売れ残る（＝購入されない）のであ
れば，全支出を合計しても生産額に等しくならないのではないか，と．ここで鍵となる
のは，「売れ残った分は企業が『在庫』として将来の不測の事態（突如需要が拡大するな
ど）に備えて自ら購入したと処理する」という会計原則です．つまり，売れ残った分は
企業が自ら購入したとして会計処理するのです．企業の購入は分類上は「投資」ですか
ら，売れ残りは投資に計上されることになります．

図 1.4: 売れ残りと在庫投資

こうなると，会計上は生産されたものは最終的にはすべて誰かに購入されることにな
ります．したがって，購入額（＝支出額）を合計すれば必ず生産額に等しくなるのです．
家計・政府・外国は当初の計画通り支出することができますが，企業だけは，売れ残り
が出れば自ら購入しなければならない（＝余計に支出しなければならない）という意味
で，当初の計画通りの支出ができないこともあるのです．
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外国による純支出，あるいは経常収支

「支出の合計が国内総生産に等しくなる」と聞いて，また別の疑問を持った人もいるの
ではないでしょうか．すなわち，家計や企業は国内で生産された製品にのみ支出してい
るわけではありません．当然，外国で生産された製品にも支出しています．そして，「消
費」や「投資」の中には外国製品への支出も含まれています．となると，支出を合計す
ると，家計や企業が外国製品に支出した分だけ国内総生産を上回ってしまうのではない
でしょうか．
まったくそのとおりです．そこで，国内総生産を割り出すためには，支出の合計から
外国製品への支出をマイナスしなければなりません．すなわち，

消費 + 投資 + 政府支出 + 外国人の支出 - 日本人の外国製品への支出= GDP

という関係が成立します．ところで，右辺の最後の 2つの項「外国人の支出 - 日本人
の外国製品への支出」は，外国人が日本からの受け取りを上回ってどれだけ支出したか，
すなわち外国人による純粋な支出（net expenditure）と考えられます．したがって，正
確には外国の純支出と表記しなければなりません．

消費 + 投資 + 政府支出 + 外国の純支出= GDP

さらに，「外国人の支出」とは我が国の輸出（Export, EX）のことであり，「外国製品へ
の支出」とは輸入（Import, IM）のことです．したがって，以下のように書くこともで
きます．

消費（C） + 投資（I） + 政府支出（G） + 輸出（EX） - 輸入（IM）= GDP（Y）

また，すでに登場済みの経常収支（Current Account, CA）とはこの輸出と輸入の差
額のことです．この定義を用いれば，p.6の最初の式になります．

消費（C） + 投資（I） + 政府支出（G） + 経常収支（CA）= GDP（Y）

1.2.3 総収入から総生産をつきとめる

すでに見たように，生産されたものは全て誰かに購入されます．従って，事後的には
生産額に等しい売り上げが企業に生じることになります（前述のように，たとえ売れ残
りがあっても）．そして売上は全て，生産に貢献した人々，すなわち労働を提供した人と
ビルや機械設備など資本を提供した人の間で分配されます（むろん，両方提供し，両方
の分配を受ける人もいます）．したがって，人々が生産要素の提供の見返りに受け取った
収入を合計すれば，経済全体の生産額に等しくなるはずです．
たとえば，図 1.5のように，今年の国内総生産が 500兆円であったとしましょう（図

1段目）．全ての製品・サービスは誰かに購入されるので，企業にはGDPと同額の 500

兆円の売り上げが発生します（図 2段目）．この売上のうちたとえば 300兆円が労働者
（「企業経営」という労働サービスを提供する経営者・社長も含む）に労働賃金として支
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払われ（分配され），残りの 200兆円が資本の提供者に資本の使用料（利子・配当）とし
て支払われる（分配される）としましょう（図 3段目）．全て分配されつくすのですか
ら，当然，労働者および資本の提供者の収入を合計すれば売上合計に等しくなり，さら
に生産の総額に等しくなります．このように，GDPは生産要素提供者の受け取りを合
計することで突き止めることもできます．

図 1.5: 分配面から見たGDP

以上 3つの節で見たように，GDPの大きさにアプローチする方法は 3つあります．す
なわち，

• 定義通りに生産額を集計するアプローチ

• 支出額を集計するアプローチ（支出面から見たGDP）

• 分配額を集計するアプローチ（分配面から見たGDP）

の 3つです．また，定義上生産・支出・分配いずれの面からアプローチしても同額に到
達することを，「三面等価の原則」といいます．

ところで，労働を提供した人および資本を提供した人の受け取りを合計すれば，それ
は国民全体の所得と考えることができます．したがって，これ以降大まかに「GDP =

人々の所得の合計」と考えて話を進めることにします2．

2だからこそ，「国民所得統計」と呼ぶのです．
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1.2.4 貯蓄，投資，経常収支

この章の冒頭，図 1.1で説明したように，1年間に生産されたもののうち家計がその年
に食べてしまわない部分が，企業・政府・外国による利用にまわります．では，家計が
全て食べてしまうと企業や政府は何も利用できないのでしょうか．そうではありません．
その場合は，外国でつくられたものを利用することになります．すなわち，外国が日本
で生産された製品・サービスを（純額で）利用するのではなく，日本人が外国で生産さ
れた製品・サービスを（純額で）利用することになります．下の図 1.6を図 1.1と比較し
てみてください．2つの図から，GDP，家計・企業・政府の支出，経常収支の間に何ら

図 1.6: 外国の純支出がマイナスのケース

かの関係がありそうことが分かるでしょう．以下で重要な 2つの関係を導出します．

1.2.4.1 生産と支出の差としての経常収支

すでに見たとおり，以下の式は事後的には必ず成立しています．

Y = C + I +G+ CA

この式の両辺から C，I，Gを差し引きます．

Y − (C + I +G) = C + I +G+ CA− (C + I +G)

Y − (C + I +G) = CA (1.1)

最後の式の左辺第 2項 C + I +Gは家計・企業・政府の支出の合計，すなわち「総支
出（Absorptionと言う）」です．したがって，この式は「一国の生産と支出の差額が経
常収支に等しい」という関係が存在することを表しています．もう少しくだけた言い方
をするならば，次のようになります．

• 一国がつくった以下しか食べないならば，残った分は外国が利用している（経常収
支が黒字になっている）
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• 一国がつくった以上に食べているならば，足りない分は外国の製品を利用している
（経常収支が赤字になっている）

図 1.7: 経常収支と国内アブソープション

この関係を利用すれば，支出意欲の旺盛な（左辺の C + I +Gが大きい）国ほど経常
収支の赤字を出すとか，何らかの理由で生産が大幅に収縮する（左辺の Y が小さくなる）
場合に経常赤字を計上するなどと言えそうな気がします．しかし，注意せねばならない
のは，1.1はあくまで事後的に常に成立している関係であり，因果関係を表すものではな
いという点です．すなわち，「生産が支出を上回っている国はその裏で外国に純額で輸出
していますよ」と言っているだけであり，「支出を減らせば経常収支が黒字化する」とい
う因果関係を示唆しているわけではないということです．つくった以上に食べないこと
が，経常収支を黒字にすると言っているわけではないのです．実際，支出の減少がめぐ
りめぐって生産（Y）を減少させてしまうかもしれません．このとき，1.1の左辺におい
てC + I +Gも小さくなるが同時に Y も小さくなるため，差額が縮小するか拡大するか
は確定できません．ただ，傾向として「支出の大きな国は経常赤字を，支出の小さな国
は経常黒字を出しやすい」ということは言えるでしょう．

1.2.4.2 経常赤字は悪いことか？

一般に「経常赤字はよくないこと」と考える風潮がありますが，はたしてそうでしょ
うか．以下の例を考えてみましょう．第 1期と第 2期の 2つの期間しかないとします．自
国は生産性が高く，第 1期には多くのものをつくることができますが，第 2期には高齢
化が進展して生産が大幅に減少してしまいます．一方で外国は，第 1期には機械設備が
不足してあまり多くのものをつくれませんが，第 2期には資本が十分に蓄積され生産が
拡大します（図 1.8）．

図 1.8: 経常黒字と経常赤字
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経常赤字を出さないということは，1.1式より，生産を上回る支出をしないことを意味
します．逆に言えば，支出額が生産額に等しくなるということです．この場合，自国・外
国ともに，第 1期と第 2期とで大幅な支出の変動を経験することになります．一方，経
常赤字を出すことを辞さないならば，外国は生産の少ない第 1期に生産を超える支出を
し（＝経常赤字を出す，自国から不足分を輸入する），生産の拡大する第 2期には支出を
抑えて第 1期の赤字分を返済する（＝経常黒字を出す，余剰分を外国に輸出する）こと
ができます．こうすることで，生産の変動にもかかわらず支出の変動を抑えることがで
きることを確認してください．
自国についても，生産の多い第 1期に支出を抑えて経常黒字を出し（＝余剰分を外国
に輸出し），生産の落ちる第 2期にそれらの返済を受けて生産を超える支出を行えば（＝
経常赤字を出せば），やはり支出の変動を抑えることができます．このように，各国は一
時的に経常黒字や赤字を計上することで，生産の変動が支出に及ぼす影響をある程度打
ち消すことができるのです．この意味で，経常赤字を無条件に悪者呼ばわりすることは
できないのです．

1.2.4.3 貯蓄，投資，財政赤字および経常収支

図で見たとおり，つくったもののうち家計が食べないでおく部分が企業・政府・外国
の利用にまわります．ところで，家計の総所得のうちその年に支出されずに残される部
分をマクロ経済学では「貯蓄」と呼びます．したがって，貯蓄と投資・政府支出・経常
収支の間には何らかの関係がありそうです．
例によって，以下の恒等式からスタートしましょう．

Y = C + I +G+ CA

両辺から税金 T を差し引きます．

Y − T = C + I +G− T + CA

左辺 Y − T は所得から税金を差し引いたもので，実際に家計が使える所得を表します．
これを「可処分所得」と呼びます．両辺からさらに家計の支出Cを差し引いてください．

Y − T − C = C + I +G− T + CA− C

(Y − T )− C = I + (G− T ) + CA

S = I + (G− T ) + CA (1.2)

貯蓄 = 投資 + 財政赤字 + 経常収支 (1.3)

最後の行は，家計の貯蓄が企業の投資と財政赤字と経常収支の合計に等しくなっている
ことを示しています．基本的に，これは図 1.1からわかることを厳密に言いなおしただけ
です．すなわち，今年つくられたもののうち家計が食べないでとっておくもの（＝貯蓄）
が，企業・政府・外国の利用にまわるということです．
この式がどのような示唆を持ちうるか考えるために，表 1.1の数値例を利用しましょう．
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貯蓄 = 投資 + 財政赤字 + 経常収支
ベース・ケース 200 150 30 20

ケース 1 200 150 70 -20

ケース 2 200 150 0 50

ケース 3 200 180 30 -10

ケース 4 220 150 30 40

表 1.1: 数値例

各ケースをベース・ケースと比較することで，おおよそ以下のような傾向があること
がわかります．

ケース 1 財政赤字の大きな国は経常収支の赤字を計上する，あるいは経常収支の黒字は
小さい．

ケース 2 財政赤字の小さな国は経常収支の黒字を計上する，あるいは経常収支の赤字は
小さい．

ケース 3 民間の投資意欲の旺盛な国は経常収支の赤字を計上する．

ケース 4 貯蓄意欲の旺盛な国は経常収支の黒字を計上する．

先ほどと同様に，これはあくまで事後的な関係であり，「財政赤字が経常赤字の原因で
ある」というような因果関係を示すものではありんません．しかし，大まかにそのよう
な傾向があると言うことはできるでしょう．


